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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第89期

第３四半期連結
累計期間

第90期
第３四半期連結
累計期間

第89期
第３四半期連結
会計期間

第90期
第３四半期連結
会計期間

第89期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 55,262 33,639 16,063 10,001 71,137

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
798 △444 37 △161 629

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（百万円）
199 △1,579 △212 △1,068 △2,867

純資産額（百万円） － － 15,428 11,039 12,070

総資産額（百万円） － － 33,149 26,743 34,148

１株当たり純資産額（円） － － 576.02 412.30 450.67

１株当たり四半期純利益金額又は

四半期（当期）純損失金額（△）

（円）

7.45 △58.98 △7.94 △39.91 △107.05

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 46.5 41.3 35.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
914 △2,594 － － 2,928

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△637 397 － － △1,210

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△173 △255 － － 1,334

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 2,498 2,905 5,348

従業員数（人） － － 337 282 328

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第89期第３四半期連結会計期間、第89期、第90期第３四半期連結会計期間及び第90期第３四半期連結累計期

間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　第89期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 282 (51)

　（注) １　従業員数は就業人員(当グループから当グループ外への出向者を除き、当グループ外から当グループへの出向

者を含む。)であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)でありま

す。

３　臨時従業員には、パートタイマー、嘱託契約従業員及び派遣社員を含んでおります。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 216 (43)

　（注) １　従業員数は就業人員(当社からの社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。

３　臨時従業員には、パートタイマー、嘱託契約従業員及び派遣社員を含んでおります。
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第２【事業の状況】

１【売約及び売上等の状況】

(1) 売約及び売上の状況

(イ)業態別

区分

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

期首
売約残高
(百万円)

売約高
(百万円)

売上高
(百万円)

期首
売約残高
(百万円)

売約高
(百万円)

売上高
(百万円)

会計期間末
売約残高
(百万円)

輸出取引 637 973 1,095 287 874 973 187

比率         6.8％         9.7％     

輸入取引 4,848 3,259 4,561 3,104 2,001 1,245 3,859

比率         28.4％         12.5％     

外国間取引 4,102 3,327 4,048 1,731 1,784 2,628 888

比率         25.2％         26.3％     

国内取引 15,672 6,690 6,358 13,150 5,933 5,153 13,930

比率         39.6％         51.5％     

合計 25,260 14,250 16,063 18,273 10,593 10,001 18,865

比率         100.0％         100.0％     

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(ロ)商品別

区分

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

期首
売約残高
(百万円)

売約高
(百万円)

売上高
(百万円)

期首
売約残高
(百万円)

売約高
(百万円)

売上高
(百万円)

会計期間末
売約残高
(百万円)

電機・エネルギー

関連
16,322 5,372 5,809 13,211 4,598 3,076 14,733

比率         36.2％         30.7％     

電子・航空関連 2,849 4,643 5,675 1,069 2,521 2,117 1,473

比率         35.3％         21.2％     

一般産業関連 6,089 4,235 4,578 3,992 3,473 4,808 2,658

比率         28.5％         48.1％     

合計 25,260 14,250 16,063 18,273 10,593 10,001 18,865

比率         100.0％         100.0％     

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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　（注）２．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の売上高及び売上実績に対

する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

住友商事株式会社　 1,756 10.9 － －

　　　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

  

(2) 仕入の状況

(イ)業態別

区分

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

仕入高(百万円) 比率(％) 仕入高(百万円) 比率(％)

輸出取引 1,162 7.9 935 9.7

輸入取引 3,684 25.0 1,394 14.5

外国間取引 4,011 27.3 2,507 26.0

国内取引 5,849 39.8 4,801 49.8

合計 14,708 100.0 9,638 100.0

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(ロ)商品別

区分

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

仕入高(百万円) 比率(％) 仕入高(百万円) 比率(％)

電機・エネルギー関連 5,461 37.1 2,796 29.0

電子・航空関連 5,253 35.7 2,048 21.3

一般産業関連 3,992 27.2 4,793 49.7

合計 14,708 100.0 9,638 100.0

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。

 

(1) 業績の状況

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、中国景気の好調持続に加え、米国経済も持ち直しを見せるなど、

海外経済が回復してきており、この影響で海外輸出は改善しております。また、世界的な在庫調整の進展や輸出増加を

背景に、生産も持ち直しを見せております。しかしながら、雇用・所得環境の悪化が続く中で、政策効果が一巡するこ

とから、個人消費は減速し住宅投資、公共投資ともに伸びは期待できない状況が続くと思われ、わが国経済全体として

は依然不透明な状況が続くと思われます。

　このような経済状況のもとで、当グループは「収益力の回復」と「信用力の回復」を経営の最重要課題と位置づけ、

既存商権における不採算事業からの整理・撤退を完了し、前四半期から継続して全グループ横断的な経費削減に全力

を尽くすとともに、各既存事業の収益力の向上に努めてまいりました。しかしながら、減少に歯止めがかかりつつあっ

た設備投資も過剰感の強い状況へと移行したことなどから、当第２四半期連結会計期間まで好調な推移・回復を見せ

た火力発電所向け制御装置や鉄鋼関連事業が伸び悩むとともに、他の事業分野においても回復の兆しが見られなかっ

たことから、売上高は前年同期と比べ60億61百万円減少の100億１百万円に留まりました。　　

　損益面におきましては、売上総利益が前年同期と比べ４億88百万円減少の10億55百万円となり、その結果、営業損益

は前年同期と比べ２億18百万円減少の１億66百万円の損失となりました。これに伴い経常損益は前年同期と比べ１億

98百万円減少の１億61百万円の損失となり、四半期純損益は防衛省に対する違約損失金が発生したこと等の影響で前

年同期と比べ８億55百万円減少の10億68百万円の損失となりました。

 

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

 

電機・エネルギー関連部門

　重電関連設備は、製鉄・化学プラント業界に若干の回復の兆しが見られていることに伴い徐々に収益力が回復しつ

つあるものの前年同期のような力強さまでには至らず売上を落としました。資源開発機器についても収益面で回復の

兆しは見られるものの前年同期のような大型案件の受注には未だ恵まれず売上を落としました。火力発電所向け制御

装置も緩やかに推移した結果、売上高は前年同期と比べ27億33百万円減少の30億76百万円に留まり、営業損益は前年

同期と比べ１億19百万円減少の１億44百万円の損失となりました。

 

電子・航空関連部門

　航空機関連機器は、民間関連との取引において収益面での改善が見られましたものの、防衛省との取引停止の影響を

補完するまでには至らず売上を落としました。また、電子機器も業界に回復の兆しが見え始めておりますものの未だ

力強さには欠け売上を落としました。この結果、売上高は前年同期と比べ35億57百万円減少の21億17百万円に留まり、

営業損益は前年同期と比べ85百万円減少の５百万円の損失となりました。

 

一般産業関連部門

　鉄鋼関連では、高級鋼板用鋼材溶削装置が依然、海外での需要が高く売上を伸ばしました。またプラスチック関連に

おいても中国における自動車部品用および家電用コーティング材需要において在庫調整が漸く終了した関係で回復

の兆しを見せ、他の一般産業においても各産業に回復の兆しが見え始めた影響で収益面での立ち直りを見せました。

この結果、売上高は前年同期と比べ２億29百万円増加の48億８百万円となりました。しかし、注力事業に対する積極的

な経営資源の投入から人件費等の営業費用が増加し、この結果営業損益は前年同期と比べ９百万円減少の16百万円の

損失となりました。
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　所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

 

日本

　国内各産業ともに景気の回復基調を受け緩やかな回復を見せておりますものの、本格的な回復までには力強さが足

りず売上高は前年同期と比べ52億66百万円減少の90億58百万円に留まり、営業損益は１億12百万円減少の２億３百万

円の損失となりました。

 

北米

　回復の兆しが見えた北米自動車業界も個人消費の鈍化の影響で伸び悩み、同産業向け樹脂は引き続き低迷を続けま

した。航空機関連機器も防衛省との取引停止が継続された影響で低迷を続けました。この結果、売上高は前年同期と比

べ３億11百万円減少の５億55百万円に留まりましたが、北米現地法人の経営資源圧縮等の効果の影響で営業損益は11

百万円増加の９百万円の損失となりました。

 

東南アジア

　台湾における記録メディア向けの樹脂が依然低調だったことに加え、中国における自動車部品用および家電用コー

ティング材は在庫調整は終了しましたものの、中国国内における価格競争が激化し売上を落としました。この結果、売

上高は４億83百万円減少の３億87百万円に留まり、営業利益は１億５百万円減少の47百万円となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前年同四半期連結会計期間末に比べ４億６百万円増

加致しました。これは、売上債権の減少などによるもので、現金及び現金同等物の当第３四半期連結会計期間末残高は

29億５百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ７億90百万円減少し、16

億92百万円の支出となりました。これは、違約損失引当金の減少などによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ14百万円減少し、１億74

百万円の支出となりました。これは、定期預金の預入による支出などによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間において財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比べ69百万円増加し、１百万

円の支出となりました。これは、自己株式の取得による支出などによるものであります。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、世界景気は米国や中国をはじめとする主要国の景気対策の効果に加えて、循環的な動

きの強まりによって拡大傾向がしばらくは持続することが予想されます。

景気の拡大はアジア向けを中心として輸出が高い伸びを続けることで支えていくことが予想されます。減少が続いて

いる設備投資についても、徐々に下げ止まることが予想されます。

もっとも、こうした景気回復はあくまでも輸出の増加に支えられたもので、内需の基盤は依然脆弱であり、世界経済の

減速とともに輸出は減速し、国内景気はこの先非常に不透明なものとなっていく恐れがあります。　

　当社におきましては、一昨年の１月に発生いたしました防衛省向け輸入品価格に係わる過大請求問題が調査の終了

とともに解決し、昨年12月には同省との取引を再開いたしました。今後、二度とこのような問題を起こさぬよう社内コ

ンプライアンス態勢を一層強化していく所存です。さらに全てのステークホルダーの皆様からの「信用力の回復」を

目指し、内部統制システムの拡充に引き続き努めますとともに、リスクマネジメント体制についても強化すべく施策

を追而、実施し、企業の社会的責任を全うできるグループ体制を構築してまいります。

　また、防衛省との同問題と世界経済の混迷から大きく力を失った当グループの収益力についても、既存事業における

不採算事業の整理・撤退を完了し、残る事業の収益性を高めていくことによって収益力の回復を目指してまいりま

す。また、これに留まらず事業の新陳代謝を高め新たな収益の源泉を獲得すべく、新規事業の開拓と育成にこれまで以

上に注力し「収益力の回復」を実現してまいります。　

　

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　わが国経済のみならず、世界経済全体が脆弱な景気回復という状況下で、これまで景気回復を支えてきた政策効果が

今後弱まることで、景気が二番底に陥る懸念がないとはいえません。中長期的に見ると2010年度後半以降、米国景気は

景気対策の支出ペースが鈍化することから減速が予想され、中国景気も上海万博以後は鈍化することが予想されるな

ど、景気の先行きは厳しいものとなっていくことが見込まれます。

　そうした中、当グループはより一層グループ全体の結束力を固め、中長期的な視野に立ったグループ経営を行ってま

いる所存です。

　一昨年１月に発生した防衛省向け輸入品価格に係わる過大請求問題が調査の終了とともに解決し、昨年12月には同

省との取引を再開いたしました。残念ながら同省との商売形態は長期間をかけて成約するものが多く、このため取引

再開後すぐに収益に結びついていくことはありませんが、コンプライアンスを重視した同省との新たな関係構築を目

指し、新たな事業活動をスタートさせました。

　昨年４月に設置した経営改革推進会議においては、収益構造の抜本的な改革を目的とした不採算事業プロジェクト

と経費削減プロジェクトの活動を第2四半期までに完了させ、当第３四半期においてはより強固且つ機動的なグルー

プ経営を行っていくことを目的に、子会社機能として一定の役目を果たし終えた子会社の解散・整理を決定するなど

の施策を関係会社再編プロジェクトで実施いたしました。今後はさらに一部の子会社・関連会社の構造改革に注力し

ていくとともに、人的資源のより戦略的な活用を目指すための人材育成プロジェクトや、将来当グループのコア事業

となるべき新エネルギー、環境関連事業の戦略的な事業運営を行っていくためのプロジェクトに邁進していく所存で

す。

　

 

(6) 資本の財源及び資金の流動性について

　当グループの当第３四半期連結会計期間末における総資産につきましては、売上債権及び前渡金の減少などにより、

前年同四半期連結会計期間末に比べ64億５百万円減少し、267億43百万円となりました。

　負債につきましては、仕入債務及び前受金の減少などにより、前年同四半期連結会計期間末に比べ20億16百万円減少

し、157億４百万円となりました。純資産につきましては、利益剰余金の減少などにより、前年同四半期連結会計期間末

に比べ43億88百万円減少し、110億39百万円となりました。

　当グループの当第３四半期連結会計期間の資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、税金等調整前四半

期純損失及び違約損失引当金の減少などにより16億92百万円の支出となりました。投資活動によるキャッシュ・フ

ローでは、差入保証金の減少がありましたものの、定期預金の預入による支出などにより１億74百万円の支出となり

ました。財務活動によるキャッシュ・フローでは、自己株式の取得による支出などにより１百万円の支出となりまし

た。

　この結果、当グループの当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前年同四半期連結会計期間末

に比べ４億６百万円増加し、29億５百万円となりました。
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(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

　一昨年、当グループは防衛省との問題ならびにリーマンショックに端を発した世界同時不況により、信用力と収益力

が大きく低下いたしました。このため、当社をはじめとしてグループ一丸となり再発防止体制とコンプライアンス態

勢の強化に取り組み、「信用力の回復」に努めてまいりました。今後も、これまで創業以来当社が培ってきた多くのお

客様、そして全てのステークホルダーの皆様との信頼関係を取り戻し、より強い信頼関係を築いていくために邁進す

るとともに企業の社会的責任を全うできるよう環境に配慮した事業や新エネルギー関連の事業を開拓・育成するた

めの施策に注力してまいります。

　好転しつつある世界経済も中長期的視野に立つと非常に不透明なものがあります。当グループは今後、厳しい経営環

境にあっても安定経営を行え、全てのステークホルダーの皆様から信頼していただけるようなグループ体制を構築し

てまいる所存です。　

　

(8) 違約損失金の特別損失について

　当社は平成２０年１月に端を発した防衛省向け輸入品価格に係わる過大請求事案によって、当該事案発生時から防

衛省との新規取引停止処分を受けており、防衛省の調査は、装備施設本部（中央調達）による調査と陸海空の各自衛

隊（地方調達）による調査が個別に進められ、中央調達に係る過大請求違約金の一部については平成２１年４月に７

億２４百万円（延滞利息を含む）を防衛省に対して返還し、加えて平成２１年３月期に同違約損失引当金として１３

億７５百万円を計上しておりましたが、平成２１年１２月１７日に防衛省より地方調達を含む全ての調査が終了した

として、延滞利息を含め合計２２億２３百万円の請求がありました。当社は当該請求額を支払うと同時に、防衛省との

取引停止が解除されましたが、当該請求額と当社が既に引当金として計上していた１３億７５百万円との差額８億４

７百万円については、当四半期において当該事案に対する新たな違約損失金として特別損失を計上することとなりま

した。

　防衛省からの請求額が引当金を上回って、当四半期の特別損失を計上することとなった理由の第１は、平成１３年度

以前の当社と防衛省との契約についての調査であります。平成２１年３月期の時点では、平成１３年度以前の取引に

ついては、当社の書類保管期限を超えた年度の取引であり、過大請求の立証が難しい状況にありました。

　第２の理由といたしましては、防衛省と当社との間には直接の契約はないものの、防衛省に完成品を納入する業者に

対して部品等を供給した間接取引に、防衛省の調査範囲が遡及拡大することになったことに基づくものです。間接契

約に至っては当社の契約先は民間企業であり、防衛省への納入案件の特定が出来ず、平成１３年度以前の取引と同様、

防衛省からの違約金の請求がなされるまで、違約金の額を予測出来ない状況でありました。

　その後、防衛省は平成１３年度以前の契約について防衛省が保管している当社との契約資料等を精査し、外国製造業

者に販売価格等を照会するなどして過大請求額を算定し、それらを当社に通知され、過大請求の事実が明らかになっ

た以上、当社としての社会的責任を果たす必要があるとする第三者調査委員会の指摘を踏まえ、従来の間接取引契約

についても、上記平成１３年度以前の取引と同様、間接取引に伴う違約金相当の金額の支払いに応じることを防衛省

との間で合意した次第です。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年2月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 27,899,592 27,899,592
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数1,000株

計 27,899,592 27,899,592― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年10月１日～　

平成21年12月31日　
-　 27,899,592 -　 5,030 -　 4,630

 

（５）【大株主の状況】

 当第３四半期会計期間において、株式会社三菱UFJフィナンシャルグループ及びその共同保有者である株式会社

三菱東京UFJ銀行、三菱UFJ信託銀行株式会社並びに三菱UFJ投信株式会社から、平成21年11月２日付の大量保有報

告書の写しの送付があり、平成21年10月26日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けて

おりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。

　

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

株式会社 三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 株式　1,002,574 3.59

三菱UFJ信託銀行 株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 株式　　339,000 1.22

三菱UFJ投信 株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 株式　　 55,000 0.20
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）　

　普通株式

1,122,000

－ －

完全議決権株式（その他）
　普通株式 

26,490,000
26,490 －

単元未満株式
　普通株式

287,592
－ －

発行済株式総数 27,899,592 － －

総株主の議決権 － 26,490 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式626株が含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

極東貿易株式会社　

東京都千代田区大手

町２－２－１
1,122,000 0 1,122,000 4.02

計 － 1,122,000 0 1,122,000 4.02

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 157 150 169 157 155 144 136 126 120

最低(円) 127 136 140 139 144 128 118 101 103

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法

人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,136 5,511

受取手形及び売掛金 ※2
 10,281 15,765

有価証券 148 793

商品及び製品 1,957 1,289

仕掛品 5 5

原材料及び貯蔵品 4 8

前渡金 1,125 1,930

繰延税金資産 8 12

その他 1,341 1,124

貸倒引当金 △28 △34

流動資産合計 17,979 26,407

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 668 896

減価償却累計額 △432 △629

建物及び構築物（純額） 235 266

機械装置及び運搬具 52 58

減価償却累計額 △43 △44

機械装置及び運搬具（純額） 9 13

工具、器具及び備品 557 528

減価償却累計額 △436 △424

工具、器具及び備品（純額） 121 103

土地 152 196

リース資産 20 20

減価償却累計額 △6 △3

リース資産（純額） 13 16

有形固定資産合計 532 596

無形固定資産 194 179

投資その他の資産

投資有価証券 6,621 5,775

長期貸付金 79 103

繰延税金資産 11 11

その他 1,397 1,148

貸倒引当金 △73 △74

投資その他の資産合計 8,037 6,964

固定資産合計 8,763 7,740

資産合計 26,743 34,148
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 9,339 12,257

短期借入金 1,920 1,920

1年内償還予定の社債 300 300

リース債務 4 4

未払法人税等 21 43

前受金 1,387 1,963

賞与引当金 74 275

違約損失引当金 － ※3
 1,375

繰延税金負債 8 21

その他 393 1,526

流動負債合計 13,449 19,688

固定負債

長期未払金 72 192

社債 1,050 1,200

リース債務 10 14

繰延税金負債 293 19

退職給付引当金 829 963

固定負債合計 2,255 2,389

負債合計 15,704 22,077

純資産の部

株主資本

資本金 5,030 5,030

資本剰余金 4,630 4,630

利益剰余金 1,884 3,549

自己株式 △341 △340

株主資本合計 11,203 12,870

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 130 △416

繰延ヘッジ損益 9 △62

為替換算調整勘定 △304 △321

評価・換算差額等合計 △164 △800

純資産合計 11,039 12,070

負債純資産合計 26,743 34,148
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 55,262 33,639

売上原価 50,149 30,292

売上総利益 5,112 3,346

販売費及び一般管理費

役員報酬及び給料手当 1,756 1,553

従業員賞与 332 132

賞与引当金繰入額 138 70

退職給付費用 131 189

減価償却費 113 97

その他 2,109 1,897

販売費及び一般管理費合計 4,582 3,941

営業利益又は営業損失（△） 530 △594

営業外収益

受取利息 14 13

受取配当金 85 37

受取賃貸料 3 8

受取保険金 0 －

持分法による投資利益 238 140

その他 24 34

営業外収益合計 366 234

営業外費用

支払利息 20 33

為替差損 72 34

その他 5 16

営業外費用合計 99 84

経常利益又は経常損失（△） 798 △444

特別利益

固定資産売却益 － 6

投資有価証券売却益 － 232

貸倒引当金戻入額 15 5

ゴルフ会員権売却益 39 27

特別利益合計 55 271

特別損失

固定資産処分損 0 37

投資有価証券売却損 － 52

投資有価証券評価損 491 130

違約損失金 － ※1
 847

ゴルフ会員権売却損 － 1

ゴルフ会員権評価損 － 6

早期退職関連費用 － ※2
 296

特別損失合計 492 1,371

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

361 △1,544
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

法人税、住民税及び事業税 89 50

法人税等調整額 77 △16

法人税等合計 167 34

少数株主損失（△） △4 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） 199 △1,579
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 16,063 10,001

売上原価 14,519 8,946

売上総利益 1,544 1,055

販売費及び一般管理費

役員報酬及び給料手当 584 490

従業員賞与 18 －

賞与引当金繰入額 138 70

退職給付費用 42 60

減価償却費 33 37

その他 675 563

販売費及び一般管理費合計 1,491 1,221

営業利益又は営業損失（△） 52 △166

営業外収益

受取利息 3 5

受取配当金 2 1

受取賃貸料 1 1

受取保険金 0 －

持分法による投資利益 50 29

その他 10 9

営業外収益合計 68 47

営業外費用

支払利息 6 11

為替差損 74 25

その他 2 5

営業外費用合計 83 42

経常利益又は経常損失（△） 37 △161

特別利益

固定資産売却益 － 6

投資有価証券売却益 － 122

貸倒引当金戻入額 6 1

ゴルフ会員権売却益 － 4

特別利益合計 6 134

特別損失

固定資産処分損 0 0

投資有価証券売却損 － 52

投資有価証券評価損 296 115

違約損失金 － ※1
 847

ゴルフ会員権売却損 － 0

早期退職関連費用 － ※2
 18

特別損失合計 296 1,034

税金等調整前四半期純損失（△） △252 △1,061

法人税、住民税及び事業税 16 19

法人税等調整額 △51 △12

法人税等合計 △35 7

少数株主損失（△） △4 －

四半期純損失（△） △212 △1,068
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

361 △1,544

減価償却費 113 98

持分法による投資損益（△は益） △238 △140

賞与引当金の増減額（△は減少） △190 △200

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14 △134

貸倒引当金の増減額（△は減少） △15 △7

違約損失引当金の増減額（△は減少） － △1,375

受取利息及び受取配当金 △99 △50

支払利息 20 33

投資有価証券評価損益（△は益） 491 130

固定資産除売却損益（△は益） 0 31

有価証券売却損益（△は益） － △2

投資有価証券売却損益（△は益） － △179

売上債権の増減額（△は増加） 7,122 5,494

たな卸資産の増減額（△は増加） 230 △658

前渡金の増減額（△は増加） △1,229 806

未収入金の増減額（△は増加） 58 △56

その他の流動資産の増減額（△は増加） 33 △217

仕入債務の増減額（△は減少） △6,565 △2,915

未払金の増減額（△は減少） △49 △1,084

前受金の増減額（△は減少） 759 △572

その他の流動負債の増減額（△は減少） 113 4

その他 △93 △152

小計 837 △2,694

利息及び配当金の受取額 198 197

利息の支払額 △17 △35

法人税等の支払額 △104 △60

営業活動によるキャッシュ・フロー 914 △2,594

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △188 △652

定期預金の払戻による収入 33 380

有価証券の取得による支出 △300 △551

有価証券の売却による収入 300 1,299

投資有価証券の取得による支出 △479 △443

投資有価証券の売却による収入 0 414

固定資産の取得による支出 △35 △144

固定資産の売却による収入 － 66

短期貸付金の増減額（△は増加） △15 18

長期貸付金の増減額（△は増加） △1 28

差入保証金の増減額（△は増加） △3 139

その他 53 △157

投資活動によるキャッシュ・フロー △637 397
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の償還による支出 － △150

自己株式の取得による支出 △1 △1

自己株式の売却による収入 0 －

配当金の支払額 △170 △101

その他 △2 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △173 △255

現金及び現金同等物に係る換算差額 △29 10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 73 △2,442

現金及び現金同等物の期首残高 2,425 5,348

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,498

※1
 2,905
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更　

　　　　　　―――――――

(2) 変更後の連結子会社の数　

　　　　　　―――――――

２．持分法の適用に関する事項の変更 (1) 持分法適用非連結子会社

　① 持分法適用非連結子会社の変更　

　　　　　　―――――――

　② 変更後の持分法適用非連結子会社数　

　　　　　　―――――――

(2) 持分法適用関連会社

　① 持分法適用関連会社の変更　

　　　第１四半期連結会計期間より、藤倉化成（佛山）塗料有限公司は重要性が

増したため、持分法適用の範囲に含めております。

　② 変更後の持分法適用関連会社の数　

　　　４社

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

 　該当事項はありません。　

 

 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

 　該当事項はありません。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１　保証債務

銀行借入等に対する保証債務

 68百万円

うち主なもの  

アカギヘリコプター㈱ 67百万円

  

１　保証債務

銀行借入等に対する保証債務

 98百万円

うち主なもの  

アカギヘリコプター㈱ 97百万円

  

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休

日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形が、四半期連結会計期間末残高に含まれておりま

す。

　　　　　　　　――――――――　　

 

受取手形 48百万円

支払手形 170百万円

　

　　

――――――――　　 ※３　違約損失引当金

防衛省への過大請求事案に対しての返金に備える

ため、第三者調査委員会の調査による算定額に基づき

計上しておりますが、防衛省の調査は未だ完了してい

ないため、防衛省に対しての返金額は一部確定してお

りません。確定した部分は未払金に計上し、未確定部

分は違約損失引当金に計上しております。
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

 

 

 

 

※１　違約損失金

　防衛省の調査に基づき平成21年12月17日に通知され

た過大請求に係る違約金の請求額と、請求時における

違約損失引当金との差額であります。差額が発生した

主な理由は、同省との見解の相違がある中、調査範囲が

拡大し当社が把握し得なかった取引について過大請求

の事実が明らかになったことなどによるものでありま

す。

　

 

 

 

 

※２　特別損失の早期退職関連費用の内訳は次の通りであ

ります。

 

割増退職金　 281　百万円　

再就職支援業務委託料　 14　　

計　 296　　

　 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

 

 

 

 

※１　違約損失金

　防衛省の調査に基づき平成21年12月17日に通知され

た過大請求に係る違約金の請求額と、請求時における

違約損失引当金との差額であります。差額が発生した

主な理由は、同省との見解の相違がある中、調査範囲が

拡大し当社が把握し得なかった取引について過大請求

の事実が明らかになったことなどによるものでありま

す。

　

 

 

 

 

※２　特別損失の早期退職関連費用の内訳は次の通りであ

ります。

 

割増退職金　 10　百万円　

再就職支援業務委託料　 7　　

計　 18　　

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額の関係

(平成20年12月31日現在)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額の関係

(平成21年12月31日現在)

  

現金及び預金勘定 2,688百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△189百万円

現金及び現金同等物　   2,498百万円

 

現金及び預金勘定 3,136百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△230百万円

現金及び現金同等物　   2,905百万円
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平

成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 27,899千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,124千株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　（1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月24日

定時株主総会
普通株式 100 3.75平成21年３月31日平成21年６月25日利益剰余金　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日～平成20年12月31日)

 
電機・エネ
ルギー関連
(百万円)

電子・航空
関連
(百万円)

一般産業
関連
(百万円)

合計
 

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
 

(百万円)

売上高                         

(1) 外部顧客に

対する売上高
5,809 5,675 4,578 16,063 － 16,063

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

計 5,809 5,675 4,578 16,063 － 16,063

営業利益又は

営業損失（△）
△25 80 △6 47 4 52

 

当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日～平成21年12月31日)

 
電機・エネ
ルギー関連
(百万円)

電子・航空
関連
(百万円)

一般産業
関連
(百万円)

合計
 

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
 

(百万円)

売上高                         

(1) 外部顧客に

対する売上高
3,076 2,117 4,808 10,001 － 10,001

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

計 3,076 2,117 4,808 10,001 － 10,001

営業利益又は

営業損失（△）
△144 △5 △16 △166 0 △166

　

前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日～平成20年12月31日)

 
電機・エネ
ルギー関連
(百万円)

電子・航空
関連
(百万円)

一般産業
関連
(百万円)

合計
 

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
 

(百万円)

売上高                         

(1) 外部顧客に

対する売上高
25,867 11,319 18,076 55,262 － 55,262

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

計 25,867 11,319 18,076 55,262 －  55,262

営業利益又は

営業損失（△） 
129 △71 463 521 9 530
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当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日～平成21年12月31日)

 
電機・エネ
ルギー関連
(百万円)

電子・航空
関連
(百万円)

一般産業
関連
(百万円)

合計
 

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
 

(百万円)

売上高                         

(1) 外部顧客に

対する売上高
15,360 5,143 13,135 33,639 － 33,639

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

計 15,360 5,143 13,135 33,639 －  33,639

営業損失（△） △45 △333 △212 △591 △2 △594

　（注）１　事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な商品

事業区分 主要商品

電機・エネルギー関連
電気機械設備、計装制御システム、石油掘削関連機器、石油・天然

ガス探鉱技術サービスなどの資源開発機器

電子・航空関連

電子機器、電子部品及びソフトウェア、画像処理装置、航空機搭載

電子機器、地上支援電子機器、航空機用機材、航法装置、自動車照

明機器

一般産業関連

鉄鋼、非鉄、自動車、化学、造船、プラントエンジニアリングなどの

関連機械装置、環境保全設備、複合材料製造設備、繊維加工機械、

食肉加工機、樹脂加工機械、塗装設備、測定・分析装置及び、それ

ぞれに関連する食品用副資材、工業用樹脂・塗料、建設用資材、合

成複合材料、鋳鍛造品、繊維製品
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日～平成20年12月31日)

 
日本
(百万円)

北米
(百万円)

東南アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高                         

(1) 外部顧客に対する

売上高
14,325 867 870 16,063 － 16,063

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
244 200 6 451 △451 －

計 14,569 1,067 877 16,514 △451 16,063

営業利益又は

営業損失（△）
△90 △21 153 40 11 52

　

当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日～平成21年12月31日)

 
日本
(百万円)

北米
(百万円)

東南アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高                         

(1) 外部顧客に対する

売上高
9,058 555 387 10,001 － 10,001

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
267 150 29 447 △447 －

計 9,325 706 417 10,449 △447 10,001

営業利益又は

営業損失（△）
△203 △9 47 △165 △1 △166

 

前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日～平成20年12月31日)

 
日本
(百万円)

北米
(百万円)

東南アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高                         

(1) 外部顧客に対する

売上高
50,915 2,184 2,162 55,262 － 55,262

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,080 836 12 1,929 △1,929 －

計 51,995 3,021 2,174 57,192 △1,929 55,262

営業利益又は

営業損失（△）
254 △56 321 520 10 530
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当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日～平成21年12月31日)

 
日本
(百万円)

北米
(百万円)

東南アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高                         

(1) 外部顧客に対する

売上高
31,504 1,200 934 33,639 － 33,639

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
739 278 69 1,086 △1,086 －

計 32,243 1,478 1,003 34,726 △1,086 33,639

営業利益又は

営業損失（△）
△638 △54 98 △593 △0 △594

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の各区分に属する主な国又は地域

(1)　北米……………………米国

(2)　東南アジア……………中国、台湾
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日～平成20年12月31日)

 北米地域 欧州地域 東南アジア地域 その他の地域 合計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 2,533 169 2,479 － 5,182

Ⅱ　連結売上高(百万円)                 16,063

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合(％)
15.8 1.1 15.4 － 32.3

 

当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日～平成21年12月31日)

 北米地域 欧州地域 東南アジア地域 その他の地域 合計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,582 217 1,796 － 3,596

Ⅱ　連結売上高(百万円)                 10,001

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合(％)
15.8 2.2 18.0 － 36.0

　

前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日～平成20年12月31日)

 北米地域 欧州地域 東南アジア地域 その他の地域 合計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 6,110 551 7,897 － 14,559

Ⅱ　連結売上高(百万円)                 55,262

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合(％)
11.1 1.0 14.3 － 26.3

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1)　北米……………………米国、カナダ

(2)　欧州……………………イギリス、スウェーデン、ドイツ

(3)　東南アジア……………中国、台湾、シンガポール、韓国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日～平成21年12月31日)

 北米地域 欧州地域 東南アジア地域 その他の地域 合計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 4,179 446 4,767 70 9,464

Ⅱ　連結売上高(百万円)                 33,639

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合(％)
12.4 1.3 14.2 0.2 28.1

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1)　北米……………………米国、カナダ

(2)　欧州……………………イギリス、スウェーデン、ドイツ

(3)　東南アジア……………中国、台湾、タイ、韓国

(4)　その他…………………チュニジア

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 412.30円 １株当たり純資産額 450.67円

 

２．１株当たり四半期純利益金額等又は四半期純損失金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 7.45円

 

１株当たり四半期純損失金額（△） △58.98円

 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額         

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 199 △1,579

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
199 △1,579

期中平均株式数（千株） 26,789 26,778

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △7.94円

 

１株当たり四半期純損失金額（△） △39.91円

 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失（△）（百万円） △212 △1,068

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △212 △1,068

期中平均株式数（千株） 26,788 26,775

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年２月12日

極東貿易株式会社

取締役会　御中
 

あずさ監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 荒井　卓一

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 亀谷　憲明

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている極東貿易株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、下記事項を除き我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

記

　注記事項（四半期連結貸借対照表関係）に記載されているとおり、防衛省への過大請求事案に対しての返金に備えるた

め、第三者調査委員会の調査による算定額に基づき違約損失引当金843百万円を計上しているが、防衛省の調査は未だ完了

していないため、防衛省に対しての返金額は確定していない。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、上記事項の四半期連結財務諸表に与える

影響を除き、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、極東貿易株式会社及

び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累

計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が、すべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年２月10日

極東貿易株式会社

取締役会　御中
 

あずさ監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 牧野　隆一

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 亀谷　憲明

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている極東貿易株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、極東貿易株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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